
 

生活保護法第５５条第２項において準用する同法第４９条の２第２項 

各号（第１号、第４号ただし書、第７号及び第９号を除く。）に該当 

しない旨の誓約書 

 

 下欄のとおり、生活保護法第５５条第２項において準用する同法第４９条の２第２項各 

号（第１号、第４号ただし書、第７号及び第９号を除く。）の規定に該当しないことを誓約 

します。 

 

 令和  年  月  日 

 

   熊本県知事  様 

 

               住所 

 

 

               氏名                     

 

 

（誓約項目） 

 生活保護法第５５条第２項において準用する同法第４９条の２第２項各号（第１号、第４号た

だし書、第７号及び第９号を除く。）の規定関係 

 

１ 第２項第２号関係（指定を受けようとする助産師又は施術者（以下「申請者」という。）が、

以下に該当しないこと。） 

(１) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行が終わっていない者 

(２) 禁錮以上の刑に処せられ、その執行を受けることがなくなるまでの者 

 

２ 第２項第３号関係（申請者が以下に該当しないこと。） 

(１) 生活保護法その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規

定（※）により罰金の刑に処せられ、その執行が終わっていない者 

(２) 生活保護法その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規

定（※）により罰金の刑に処せられ、その執行を受けることがなくなるまでの者 

 ※その他国民の保健医療若しくは福祉に関する法律で政令で定めるものの規定 

  １  児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号） 

  ２  あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律（昭和２２年法律第  

２１７号） 

  ３  栄養士法（昭和２２年法律第２４５号） 

  ４  医師法（昭和２３年法律第２０１号） 

   ５  歯科医師法（昭和２３年法律第２０２号） 

   ６  保健師助産師看護師法（昭和２３年法律第２０３号）  

   ７  歯科衛生士法（昭和２３年法律第２０４号） 

   ８  医療法（昭和２３年法律第２０５号） 

   ９  身体障害者福祉法（昭和２４年法律第２８３号） 

   １０ 精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和２５年法律第１２３号）  



   １１ 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号） 

   １２ 薬事法（昭和３５年法律第１４５号） 

   １３ 薬剤師法（昭和３５年法律第１４６号） 

   １４ 老人福祉法（昭和３８年法律第１３３号） 

   １５ 理学療法士及び作業療法士法（昭和４０年法律第１３７号）  

   １６ 柔道整復師法（昭和４５年法律第１９号） 

   １７ 社会福祉士及び介護福祉士法（昭和６２年法律第３０号） 

   １８ 義肢装具士法（昭和６２年法律第６１号） 

   １９ 介護保険法（平成９年法律第１２３号） 

   ２０ 精神保健福祉士法（平成９年法律第１３１号） 

   ２１ 言語聴覚士法（平成９年法律第１３２号） 

   ２２ 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律  

     第１２３号） 

   ２３ 高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（平成１７年法律  

     第１２４号） 

   ２４ 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２３年法律  

     第７９号） 

 

３ 第２項第４号関係（以下に該当しないこと。） 

  申請者が、生活保護法の規定により指定医療機関の指定を取り消され、その取消しの日から

起算して５年を経過しない者であること。 

 

４ 第２項第５号関係（以下に該当しないこと。） 

  申請者が、生活保護法の規定による指定の取消しの処分に係る行政手続法（平成５年法律第  

８８号）第１５条の規定による通知があった日から当該処分をする日又は処分をしないことを  

決定する日までの間に生活保護法の規定による指定の辞退の申出をした者（当該指定の辞退に 

ついて相当の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算して５年を経過しないもので

あること。 

 

５ 第２項第６号関係（以下に該当しないこと。） 

  申請者が、生活保護法の規定による検査が行われた日から聴聞決定予定日（当該検査の結果 

に基づき生活保護法の規定による指定の取消しの処分に係る聴聞を行うか否かの決定をする

ことが見込まれる日として都道府県知事が当該申請者に当該検査が行われた日から１０日以

内に、検査日から起算して６０日以内の特定の日を通知した場合における当該特定の日をい

う。）までの間に生活保護法の規定による指定の辞退の申出をした者（当該指定の辞退につい  

て相当の理由がある者を除く。）で、当該申出の日から起算して５年を経過しないものである

こと。 

 

６ 第２項第８号関係（以下に該当しないこと。） 

  申請者が、指定の申請前５年以内に被保護者の助産又は施術に関し不正又は著しく不当な行  

為をした者であること。 

 

 

 


